
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [289,747円]
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [24.4%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,398,279円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

財政力指数：ここ６年間で連続した伸びをみせており類似団体平均を上回っている。平成14年度に策定した財政
再建計画に則り、地方債の発行額の抑制や退職者不補充に努め、人件費の削減や歳出の削減等が要因として
挙げられる。今後も、歳出の削減、定員管理、給与の適正化等により財政基盤の強化に努める。
経常収支比率：新規採用者の抑制、補助金の見直し、事務事業の見直しに努め82.3％と類似団体平均を下回っ
ている。地方債の発行額の抑制や義務的経費の削減に努め80％台を維持するよう努める。
ラスパイレス指数：給与水準は国の水準以下であるが、類似団体平均を6.1上回っている。定員管理計画に基づ
き職員数の縮減に努め、給与の適正化に努める。
実質公債費比率：平成16年度から地方債の発行額の抑制をしているが、過去の普通建設事業費に係る起債の
償還と公営企業会計への繰出しも多額となっていることから上昇し、類似団体平均を大きく上回っている。引き続
き、地方債の発行の抑制に努めるとともに、一般会計からの繰出金の縮減を図り実質公債費比率の低下に努め
る。
人口１人当たり地方債現在高：類似団体平均を上回っている。主な要因としては平成８年度まで毎年１０億円

以上の起債の借入を行なってきたことによるが、その元利償還のピークは越えており、平成１６年度から普通建設事
業における地方債の発行額を１億円以内に抑制していることから１人当たり地方債現在高は減少している。
人口１，０００人当たり職員数：新規採用の抑制を図り定員の削減を実施し、ほぼ類似団体平均と同じとなってい
る。集中管理プランでは住民サービスを低下させることなく組織・機構の見直しにより行政のスリム化を図るととも
に、現在の構成バランスを考慮した中で、平成17年度から平成22年度の６年間で7人（公営企業会計職員を含む）
削減し、12３人を目標としており、今後も適正な定員管理に努める。
人口１人当たり人件費・物件費等決算額：人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口１人当たりの金額は
類似団体平均と同水準である。しかし、人件費だけをみるとわずかに類似団体平均を上回っている。これは年齢構
成によることと、保育所や農業研究施設等の施設運営と道路維持業務を直営で行なっているためである。今後は、
定員管理計画に基づき職員数の縮減に努め、民間でも実施可能な部分については、指定管理者制度の導入する
など委託化を検討する。


